
  安全・安心で、ゆきとどいた教育実現のために早急に３０人学級実現を 

求める意見書 

  

コロナ禍の中で、子どもも学校も多くの不安と心配を抱えています。 

今、新型コロナウィルス感染防止対策で、学校教育の現場でも身体的距離の確保が重要で

す。しかし、４０人学級の教室では子どもたちの身体的距離がとれず、「密集状態」となって

います。これを避けるためには少人数学級にする必要があります。もともと学校は一人一人の

子どもとじっくり向き合い、悩みに耳を傾け、個別の指導をすることが大切であり、現場から

は４０人学級でなく少人数学級実現の要望が強く出されております。 

全国知事会・全国市長会・全国町村会は連名で「少人数編成を可能とする教員の確保」を政

府に要望しています。教育再生実行会議では委員から「できれば２０人程度、少なくとも３０

人未満の少人数学級の早期実現を目標とすべき」との資料が提出されています。自民党教育再

生実行本部も１クラス３０人以下の少人数学級の実現に向け政府に義務教育標準法の改正を

求める決議を採択し、文部科学大臣に要請しています。３０人学級の早期実現、その後すみや

かに２０人程度の学級への移行を求めた、研究者有志の全国署名は２２万を数え、山形県でも

１万筆を超えています。コロナ禍の中で３０人以下学級早期実現は、国民の切実な願いになっ

ています。 

一方、国においても、昨年７月１７日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本方針２

０２０において、全ての子どもたちの学びを保障するため、少人数によるきめ細かな指導体制

の計画的な整備について検討することが盛り込まれ、１月２６日中央教育審議会は、コロナ感

染拡大を踏まえ、少人数学級編制を可能とするなど、指導体制や必要な施設・設備の計画的な

整備を図ることを盛り込んだ答申を行いました。 

しかし、そんな中で示された２０２１年度政府予算案は、小学校を５年計画で３５人学級

を実現するというもので、中学校以降は変わらず４０人学級であるという不十分な内容です。 

前年比マイナスになっている文教関係予算を増額し、子ども一人一人を大切にする教育の

推進、そして、新しい生活様式に対応すべく、義務教育の全学年で３０人以下の少人数学級編

制を実現するよう強く求めます。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 
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